
和歌山県の防災対策（地震・津波）
「現状の取組」と「次期総合基本施策への期待」

２０１８年１０月２日

和歌山県

資料 ３総４ー（４）



Ｍ８クラスの地震

（H30.１.1時点）

※過去数千年間に発生したことを
示す記録は見つかっていない

※繰り返し起きている大地震（南
海地震等）に比べ、発生頻度
は一桁以上低いと考えられる

南海トラフ巨大地震
（最大クラスM9.1）

90～150年ごとに繰り返し発生
している

南海トラフ
地 震 の
発生確率

規 模 ３０年確率

Ｍ８～Ｍ９
クラス

７０〜８０％
程度

１可能性のある震源域 ※〈Mはマグニチュード〉

？

同時発生
(津波地震 )

1707年同時発生
(富士山

が噴火 )

1854年安政南海地震 安政東海地震連続発生
(32時間後 )

2018年

昭和南海地震

90年

連続発生
(２年後 )

1605年

1,251人
1,330人

92年

164年

南海地震 東南海地震

東海地震

5,038人

1944年
1946年

2,658人

死者 特徴

昭和東南海地震

南

102 年

西暦

147 年

国の地震調査研究推進本部発表資料より作成

慶長地震 〈M7.9〉

現在 （70年経過）

宝永地震 〈M8.6〉

海 ト

フ
ラ

南海トラフ巨大地震の震源域

南 海 ト ラ フ の 地 震

74年

〈M8.4〉 〈M8.4〉

〈M8.0〉 〈M7.9〉

（１）現状の取組について

南海トラフにおける地震の発生状況



２

和歌山県の津波浸水想定（最大津波高・到達時間）



３

緊急避難場所の見直し、安全レベルの設定

○避難場所安全レベルの設定

・従来の避難場所の考え方を根本
的に変え、安全レベル概念を導
入

・平成23年7月末までに全市町村
の津波からの避難場所の緊急点
検を実施 緊急避難場所レベル３

（☆☆☆）
浸水の危険性がない地域に、より標高が高くより離れた安全な場所を指定

緊急避難場所レベル２
（☆☆）

浸水予想近接地域に、緊急避難場所（レベル３）へ避難する余裕が無いとき
の緊急避難場所として指定

緊急避難場所レベル１
（☆）

浸水の危険性がある地域に、時間的に緊急避難場所（レベル２、３）に避難
する余裕がない場合に対応するために緊急避難場所として指定

緊急避難場所の見直し（津波）



○地震・津波観測情報の収集強化

・海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）が開発した地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）の観測情報をリアルタイムに

入手できる体制を整備 ※平成28年4月に防災科学技術研究所へ移管

・津波の規模をいち早く県が把握し、避難のための情報を県民に緊急速報メール等により提供

・気象庁から津波の予報業務許可を取得し、沿岸市町等に災害対応のための津波予測情報｛対象区域：沿岸全市町

９８箇所（平成２９年９月）｝を提供（平成２７年度より開始し順次拡大）

※紀伊水道沖の海底にも観測装置を整備中

[地震津波観測監視システム(DONET)]

熊野灘沖及び紀伊水道沖の海底に設置されたリアル
タイム観測網 (地震・水圧計)

和歌山県

陸 上 局 舎

●エリアメール
●緊急速報メール

〈避難情報の提供〉

●通信設備の設置
●データ解析ソフト開発

●県庁

※紀伊水道沖の海底にも観測装置を整備中

県民・県内滞在者

Ｄ Ｏ Ｎ Ｅ Ｔ 海 底 観 測 網

４

市町村、消防本部

●津波予報の提供

津波からの避難を
促すメールを配信

津波予報を提供し
災害対応に活用

第1波到達予想時刻、最大津波高

津波浸水域・浸水深予測

全国初

災害に備えた情報伝達の多重化①



○防災わかやまメール配信サービスで気象情報等を早期に提供

・県内の気象情報や地震・津波の情報、避難勧告等の発令情報など、

さまざまな情報をメールで配信

・配信には登録が必要。下記アドレスを入力するか、

右記QRコードを読み取り、空メールを送信し登録

平成１９年９月～

○エリアメール（NTTドコモ）、緊急速報メール（ａｕ、ソフトバンク）で緊急情報を発信

・県内の津波の警報・注意報や指定河川の洪水、土砂災害

警戒情報など緊急情報を携帯電話に配信

・武力攻撃や大規模テロなどの国民保護にかかわる警報など

の通知を受けたときに配信
・緊急時に一定エリアに配信するため、登録は不要

平成２３年７月～

regist@bousai.pref.wakayama.lg.jp

防災わかやま
メール配信サービス

警報・注意報(23日11時
30分発表)

和歌山市
大雨警報(発表)
洪水警報(発表)
波浪警報(継続)
大雨注意報(解除)
洪水注意報(解除)
強風注意報(継続)

○配信メールのサンプル画面
警報・注意報（市町村単位）

５

○エリアメールのサンプル画面

災害に備えた情報伝達の多重化②



・防災わかやま （http://bousai-portal.pref.wakayama.lg.jp/）

災害情報を随時、県ホームページに掲載し、整理されたわかりやすい情報を発信

・防災GIS （http://bousai-portal.pref.wakayama.lg.jp/WakayamaPublicGIS/bousai/public_gis.aspx?type=0）

地図上に災害情報を表示

通常時：避難所情報や津波浸水想定区域等を表示

災害時：避難発令情報や避難所開設情報等を表示

平成２７年４月～

６

平成３０年５月～

津波等災害や難聴取に強いＦＭ放送局を整備
（民間ＡＭ放送局を補完）

防災わかやま

防災GIS

Lアラート※（マルチメディア振興センターが運営）に連携し、情報を発信
※自治体の災害情報を集約し、テレビ等の多様なメディアを通して一括配信する。

平成２８年２月～

平成２８年４月～

○新防災情報システムによる情報発信力の強化

●近くの避難先が検索可能
・現在地から近くの避難場所を簡単検索
●ARの活用（拡張現実）
・避難場所などの方向を地図情報とカメラで表示
●防災情報通知
・事前の登録なしで、気象警報・注意報や避難勧告
などの防災情報をプッシュ通知
・さらに、一時避難場所から別の市町村に移動しても
その市町村に発令されている避難勧告などの情報
がプッシュ通知

●避難カードの共有
・家族で決めた緊急避難場所の情報を共有
●家族の居場所確認
・てんでんこに避難した登録者の居場所を地図上
で確認

●避難トレーニング
・避難経路や要した時間を記録し確認

>>南海トラフ地震などの大規模災害時の的確な避難を促進するためのさまざまな機能を搭載<<

○「和歌山県防災ナビ」アプリによる避難促進

QRコード

【避難ルート表示】
＊県外でも利用可能

災害に備えた情報伝達の多重化③



●東海・東南海・南海３連動地震

死者数：約１万９千人
津波避難困難地域：４町22地区
（避難困難者数：約4,000人）

●東海・東南海・南海３連動地震

死者数：約１万９千人
津波避難困難地域：４町22地区
（避難困難者数：約4,000人）

●南海トラフ巨大地震

死者数：約９万人
津波避難困難地域：12市町61地区
（避難困難者数：約22,700人）

12市町61地区 約22,700人

●南海トラフ巨大地震

死者数：約９万人
津波避難困難地域：12市町61地区
（避難困難者数：約22,700人）

12市町61地区 約22,700人

河川・海岸、港湾・漁港の堤防強化 事業費：約４６０億円

概ね10年間（2015～2024）で対策を計画的に実施

計画策定済み
（避難路、津波避難タワーの整備等）
10年間220億円で対策を実行

共通

市町協議会で具体的対策を
検討し早期に実行

南海トラフの震源域に近く、津波到達までの時間が短いため、
津波避難困難地域が存在

現状

津波から住民の命を救い、死者をゼロとする

徹底した調査・分析

高台移転や複合避難ビル等の整備
など地域改造も含めた検討が必要

２０２４年度までに全ての津波避難困難地域を解消

想定 想定

対策 対策

７

津波から『逃げ切る！』支援対策プログラム（平成26年10月）



避難場所

３０分

第１波対策の整備イメージ

最大波 ３０分

１０分

堤防 ・護岸の整備 ( 嵩上げ・ 耐震化）

第１波１０分

２０分後に最大波

　　　逃げ切れる

避難場所

３０分

第１波対策の整備イメージ

最大波 ３０分

１０分

堤防 ・護岸の整備 ( 嵩上げ・ 耐震化）

第１波１０分

２０分後に最大波

　　　逃げ切れる

東海・東南海・南海３連動地震の津波対策として、河川・海岸堤防、
港湾・漁港施設の整備を実施

対策１ 津波避難困難地域を解消し犠牲者ゼロをめざす

対策２ 地域経済の拠点となる港湾・漁港の既存施設
を強化して早期の復旧復興につなげる

津波越流

嵩上

可能な限り
安定を保つ

・基礎工の嵩上げや拡幅により

本体部分の滑落を防止
・被覆ブロックの設置により

越流による基礎部分の洗掘

を防止

・上部工の嵩上げ
津波越流

嵩上

可能な限り
安定を保つ

・基礎工の嵩上げや拡幅により

本体部分の滑落を防止
・被覆ブロックの設置により

越流による基礎部分の洗掘

を防止

・上部工の嵩上げ

整備箇所

和歌山下津港

和歌浦漁港

箕島漁港

湯浅広港

由良港

阿尾漁港

日高港

塩屋漁港

印南漁港

堺漁港

田辺漁港

文里港

周参見漁港

有田漁港

新宮港

宇久井地区

天満地区

築地地区

太地地区

下里地区

対策１

対策２

※枠破線は未着手事業

H27～H36までの約10年で対策を計画的に実施
事業費：約４６０億円

８

堤防・護岸の整備(嵩上げ耐震化)

・基礎工の嵩上げや拡幅
・被覆ブロックの設置

串本漁港

串本地区

津波から『逃げ切る！』支援対策プログラムに基づく堤防の整備



９

３連動地震の津波避難困難地域を
１０年で解消

避難経路設定、津波避難ビル指定
避難路・避難施設等整備

津波避難困難地域以外でも経済被
害を抑え、早期の復旧・復興の対
策を実施

庁舎移転、消防・病院施設等移転

事業費：約２２０億円 串本漁港

串本駅

串本町
役場

サンゴ台

漁港施設耐震化等

堤防耐震化等

Ｒ４２

橋杭漁港

宮川

民間ビル耐震化
津波避難ビル指定

津波避難タワー等

串本警察署

串本古座
高校

串本海岸

凡例
避難先及び避難目標等
（３連動地震 浸水想定区域外）

避難先及び避難目標等
（巨大地震 浸水想定区域外）

津波避難ビル及びタワー

津波避難可能地域（３連動地震）

津波避難困難地域（３連動地震）

津波避難困難地域（３連動地震）
居住地域・避難ビル等反映

解消のための対策

解消のための対策（県事業）

堤防等整備位置

３連動地震による津波避難困難地域の具体的対策例

串本町串本地区

民間ビル耐震化
津波避難ビル指定

民間ビル耐震化
津波避難ビル指定

民間ビル耐震化
津波避難ビル指定

津波から『逃げ切る！』支援対策プログラムに基づく市町村の対策



○平成２５年 ９月 海洋研究開発機構との利活用協定

※地震・津波観測管理システム(DONET)により得られる観測情報の防災利活用

○平成２５年１１月 海洋研究開発機構との共同開発研究覚書

○平成２６年 ４月 ～継続中 海洋研究開発機構へ職員派遣

※２年単位で１名出向

※ＯＪＴにより、スーパコンピュータを使った津波増幅率を計算、津波予測システム

の仕組み理解、津波予報業務の気象庁申請 等

海洋研究開発機構との共同研究

１０

（参考）
・三重県が和歌山県と同様のことに取り組む（津波予測システム導入・予報業務
を実施）ため現在、防災科学技術研究所に派遣中



（１）業務内容

・市町等の防災対応に活用することを目的に、和歌山県が独自に行う予報業務

・予報業務（津波）の種別は、第一波到達予想時刻、最大予想津波高、津波浸水域

予想、津波浸水深予測

（２）経緯
・平成２７年 ３月２６日

津波予報業務の許可（串本町７箇所）

・平成２７年１２月２２日

予報の対象区域を拡大（７市町３８箇所）

及び新たな予報項目（津波浸水域及び津

波浸水深）を追加

・平成２９年 ８月１６日

ＤＯＮＥＴ２の観測情報も活用し、予報

対象区域を県内沿岸全域

※上記日付は認可日

H27. 3  予報許可地点

H27.12  予報認可地点

H29. 8  予報認可地点

津波予報業務の認可取得

１１



＜地震・津波観測情報の早期伝達（Ｈ２７．４～）＞
・海洋研究開発機構が開発した地震・津波観測監視システム（DONET)の観測情報をリアルタイムに入手

・津波の規模や到達予測をいち早く緊急速報メールの配信により、避難のための情報を県民に提供

＊DONET観測点から強震計と広帯域地震計、水圧計のデータをリアルタイムで
データ伝送、DONETで観測した水圧計の振幅値から即時的に予測対象地点の
津波到達時刻と津波高、浸水エリアを表示

海洋研究開発機構
（JAMSTEC）

古江陸上局

地震津波海域観測
研究開発センター

和歌山県

Universal
ONE

Universal
ONE

外部接続
NW
For

DONET

運用ネッ
トワーク

Internet

県津波予測システムの防災利活用（全体イメージ）

市町村防災
担当課

市町村消防
本部

緊急速報メール

１２



津波モニターの画面・機能

・津波モニター
津波モニターは、水圧の値、地震の揺れを

リアルタイムで表示するモニター。

予測地点については、沿岸部９８地点で詳

しく予測計算。

（沿岸１９市町（古座川町含む）、沿岸消防本

部でモニター監視）

・機能と活用方法
① 観測実況

・沖合の津波や地震の状況をリアルタイム

に表示

→津波の大きさや方向を一目で判別できる。

②第１波到達時刻予測、最大津波高予測 ※平成２７年３月２６日予報業務許可

・沖合のDONETで津波を観測すると、即座に沿岸の津波避難困難地域への津波到達時間や高さを予想

→津波の規模が把握できる。
→津波が到達するまで時間に余裕がある場合は、避難を促すための情報として活用できる。

③ 浸水予想図 （主に救助活動等への活用 ）※平成２７年１２月２２日予報業務変更（追加）認可

・浸水範囲、浸水深を予想

→道路や建物等陸上への影響が予想できる。（例：道路の使用可能箇所の把握）

→救助活動のための想定ができる。 （例：避難者がどの建物等に逃げているかの見当を付ける）

※夜間など状況把握が困難な場合に特に有効

(2) 津波到達予想表示部 (1) 観測点表示部 (5) ツールバー

(4) 地震及び津波の観測・計算状況 (3) 津波浸水予想図・津波計算波形表示部

①

③

強震計と広帯域地震計のモニタ×６

１３

②



波形モニターの画面・機能

・波形モニター
① 波形モニターは、観測点の実況データをリアルタイムで表示

② 沖合での観測データであるため、陸上到達時には、約６倍程度

の大きさとなって到達するため、注意が必要

・機能と活用方法
① 沖合の津波の状況をリアルタイムに表示

② 沖合で平均海面の値から１０㎝以上を観測した場合、赤表示となる。

③ 画面上に海面の変動値が表示されるため、第１波の津波の大きさや、

２波３波の動きを確認でき、災害対策中の２次被害の回避や避難の

呼びかけに役立ることができる。

④ 観測情報の欠測などにより、表示している波形の信頼性が低い場合

は、数値が表示されなくなり背景がグレー表示となる。

・ 緊急速報メール
① 第１報は、沖合の観測点で、５０㎝以上の津波を２箇所で観測した場合、

緊急速報メールで県内全域に避難を呼びかける内容を配信する。

（ノイズや瞬間的な動きなど、システムで津波と判断しない場合は配信しない。）

② 第２報は、最初に配信した内容から沖合でさらに１０㎝以上を２箇所で観測した場合に続報を配信する。

１４

津波トリガＯＮ

普段



(1)海底観測網(DONET)からの観測情報提供の安定性を確保

(2)海底観測網の拡充による津波検知の迅速化

(3)津波予測システムの予測内容の高度化

（２）次期総合基本施策への期待
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○地震津波から「命」を守るため防災対策に取り組んでいる。
○避難対策や初動の災害対応を的確に進めるためには、迅速性、正確性の高い防災情報を活用する

ことが必要である。
○以下について、研究のさらなる進展により早期に社会実装されることを期待する。

現状：県津波予測システムでは、熊野灘沖DONE1と紀伊半島沖DONET2の観測網から水圧計のデータをリアル
タイムに取得（５１観測点）し、予報データとして活用している。
観測点等に障害が発生し、一部利用できなくなると、迅速な予測ができなくなる懸念がある。

期待：メンテナンスや高信頼性の機器導入などにより、安定的・継続的な観測情報の提供を実現

現状：DONET2の観測網は、四国地域の東側までで、海底断層が続いている日向灘での観測網が実現されてい
ないため、その周辺で地震津波が発生した場合には、津波検知に時間がかかる可能性がある。

期待：観測網の拡大整備により、津波発生地点に近いところで津波が検知でき、早期避難促進を実現

現状：県津波予測システムでは、地域別の浸水等の予測が可能であるが、的確な初動の災害対応を行うために
は、被害予測等のシステムの高度化が必要である。

期待：地域の被害の詳細予測として、例えば、「家屋被害分布予測」「長期たんすい分布予測」「津波瓦礫予測」
等の研究実装により、迅速、的確に戦力を投入し、救援活動を実現


